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【機密性２】

○ 本検討会は、施工管理技術検定試験における実務経験の不正受検等の事案について、受検プロセスに
おける課題を整理した上で、講ずべき防止対策の検討を行うことを目的として設置する。

１．実務経験要件について

（１）本検討会について
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 不正受検等の事案の把握
 調査結果に基づいた実務経験の不備等の背景・原因等の把握

＜不正受検等の事案の発生＞

 実務経験の不備等の原因について、受検プロセスに応じた防止対策の検討
 検討会での検討・審議内容を踏まえ、防止対策をとりまとめた『提言』の公表

＜不正受検等の防止対策＞

 工事現場で施工の技術上の監理をつかさどる者（主任・監理技術者）の要件
 建設業許可における営業所に設置する専任技術者の要件
建設業としての品質確保、信頼性を確保するために重要な国家資格

＜技術検定の位置付け＞



【機密性２】

○適正かつ生産性の高い施工を確保するため、高い技術力を有する技術者を工事現場ごとに配置する。
○建設生産物ならびに施工の特性を踏まえ、技術者の技術力が必要である。

１．実務経験要件について

（２）技術者の役割
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○ 一品受注生産（予め品質を確認できない）
○ 完成後は瑕疵の有無確認が困難
○ ⾧期間、不特定多数の者に利用される 等

建設生産物の特性

○ 下請業者も含めた多数の者による総合組立生産
○ 天候等に左右されやすい現地屋外生産
○ 発注者は建設業者の技術力を信頼し施工を託す

施工の特性

建設業者が
組織として有する技術力

建設業者に属する技術者が
個人として有する技術力

適正かつ生産性の高い施工の確保

適正な技術的判断・確認

＋

現場配置技術者
発揮



【機密性２】

○ 建設業者は、建設工事の適正な施工を確保するために、請け負った建設工事を施工する工事現場に、
当該建設工事について一定の資格を有する監理（主任）技術者を配置して施工の技術上の管理を行う
ことが求められている。

１．実務経験要件について

（２）技術者の役割
① 監理（主任）技術者
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建設業者は、その請け負った建設工事を施工するときは、当該建設工事に関し、第７条第２号イ、ロ又はハに該当
する者で当該工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるもの（以下「主任技術者」という。）を
置かなければならない。

①主任技術者（法第26条第１項）

発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、当該建設工事を施工するために締結した下請契約の請負代
金の額（当該下請け契約が２以上あるときは、それらの請負代金の額の総額）が第３条第１項第２号の政令で定める
金額以上になる場合においては、前項の規定にかかわらず、当該建設工事に関し第15条第２号イ、ロ又はハに該当す
る者（当該建設工事に係る建設業が指定建設業である場合にあっては、同号イに該当する者又は同号ハの規定により
国土交通大臣が同号イに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者）で当該工事現場における建設工事の
施工の技術上の管理をつかさどるもの（以下「監理技術者」という。）を置かなければならない。

②監理技術者（法第26条第２項）

▷建設業者は、元請・下請、請負金額に係らず、「主任技術者」を配置しなければならない。

▷元請の建設業者は、下請請負金額の合計が4千万円（建築工事業の場合は6千万円）以上の場合、「監理技術者」
を配置しなければならない。



【機密性２】

○主任技術者・監理技術者の配置（建設業法第26条）
建設業者は、工事現場における施工の技術上の管理をつかさどる者として主任技術者を配置しなければならない。なお、

元請は、下請契約の請負金額の合計が一定以上の場合は、主任技術者ではなく監理技術者を配置しなければならない。
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１．技術者の役割

監理技術者 主任技術者

工事現場
の技術者

元請工事における
下請合計金額

4,000万円以上
（建築一式工事は6,000万円以上）

4,000万円未満
（建築一式工事は6,000万円未満）

資格要件

○ １級国家資格者
・ １級施工管理技士
・ １級建築士、技術士

○ １級国家資格者
（左記同様）

○ ２級国家資格者
・ ２級施工管理技士
・２級建築士

○ 実務経験者（指定建設業※を除く）
・ 主任技術者としての要件を満たす者のうち、元

請として4,500万円以上の工事に関し２年以上の
指導監督的な実務経験を有する者

○ 実務経験者
・ 大卒（指定学科）後３年以上の実務経験
・高卒（指定学科）後５年以上の実務経験
・10年以上の実務経験

工事現場における
専任の要件

公共性のある施設若しくは工作物又は多数の者が利用する施設若しくは工作物に関する重要な建設工事で、
請負金額が3,500万円（建築一式の場合は7,000万円）以上で必要

その他の要件 建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者
（公共工事における元請の専任技術者については、３か月以上の雇用関係が必要）

表1-1 監理技術者等の配置要件

○ 主任技術者・監理技術者の職務（建設業法第26の３）
工事現場における建設工事を適正に実施するため、当該建設工事の施工計画の作成、工程管理、品質管理その他の技術

上の管理及び当該建設工事の施工に従事する者の技術上の指導監督の職務を誠実に行わなければならない。

＜監理技術者等の配置要件＞

（２）技術者の役割

※ 指定建設業：土木工事業、建築工事業、電気工事業、管工事業、鋼構造物工事業、舗装工事業、造園工事業の7業種



【機密性２】

○ 建設業法において、建設工事の請負契約の適正化を図り、発注者の保護すること等を目的として、建
設業の許可の要件として、営業所ごとに専任の技術者の配置を義務付けている。

○ 営業所専任技術者は、許可を受ける建設業において、一定の資格又は実務経験を有することが求めら
れ、その要件は一般建設業と特定建設業によって異なっている。

一般建設業 特定建設業

 契約額が500万円（建築一式工事の場合は1,500万円）
以上、かつ特定建設業の許可要件に該当しない工事を請
け負う場合、「一般建設業」許可が必要となる。

 発注者から直接請け負った工事について、下請業者の
総額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）
の場合、「特定建設業」許可が必要となる。

表1-2 「一般建設業」「特定建設業」の定義

１．実務経験要件について

（２）技術者の役割
② 営業所専任技術者
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 建設業法における営業所とは、本店又は支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所を指す。
 本店又は支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所でない場合であっても、他の営業所に対し請負

契約に関する指導監督を行う等、建設業に係る営業に実質的に関与する場合には営業所に該当する。

＜営業所＞

 営業所における専任の技術者は、営業所に常勤して専らその職務に従事することを要す
る者を指し、その者の勤務状況、給与の支払状況、その者に対する人事権の状況等によ
り「専任」か否かの判断を行う。

 なお、これら判断基準により専任性が認められる場合には、いわゆる出向社員であって
も専任の技術者として取り扱うことができる。

＜営業所専任技術者＞
【営業所専任技術者

の配置要件】
・特定建設業の場合

→監理技術者と同じ
・一般建設業の場合

→主任技術者と同じ



【機密性２】

○１級の受検資格（令第27条の５第１項）

○２級の受検資格（令第27条の５第２項）

学 歴 等
受検に必要な実務経験年数※２

指 定 学 科 指定学科以外

大 学 卒業後 ３年以上 卒業後４年６ヶ月以上

短 期 大 学 、 高 等 専 門 学 校 卒業後 ５年以上 卒業後７年６ヶ月以上

高 等 学 校 卒業後８年以上※３ 卒業後１１年６ヶ月以上

上 記 以 外 卒業後１５年以上

2 級 技 術 検 定 合 格 者 ２級合格後３年以上※３

学 歴 等

受検に必要な実務経験年数

指 定 学 科 指定学科以外

学科試験 実地試験

大 学 条件なし※５ 卒業後１年以上 卒業後１年６ヶ月以上

短期大学、高等専門学校 条件なし※５ 卒業後２年以上 卒業後３年以上

高 等 学 校 条件なし※５ 卒業後３年以上 卒業後４年６ヶ月以上

上 記 以 外 ８ 年 以 上
※４ 専修学校の専門課程卒業者のうち、高度専門士を称する者については大学卒業同等、専門士を称する者については短大卒同等、その他の者については高等学校卒業と同等とする。
※５ 当該試験年度の年度の末日における年齢が17歳以上の者

※１ 専修学校の専門課程卒業者のうち、高度専門士を称する者については大学卒業同等、専門士を称する者については短大卒同等、その他の者については高等学校卒業と同等とする。
※２ 実務経験の年数には、「指導監督的実務経験１年以上」が含まれていなければならない。「指導監督的立場」とは、現場代理人、主任技術者、工事主任、施工監督等の立場で、部

下や下請け業者等に対して、工事の技術面を総合的に指導・監督した経験を指す。
※３ 実務経験の年数には、「５年以上の実務経験の後に専任の監理技術者のもとの実務経験２年以上」または「専任の主任技術者としての実務経験１年以上」が含まれていることが必

要。含まれていない場合には、＋２年の実務経験が必要。
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○ 技術検定では、最終学歴・修了した学科に応じて、受検に必要な実務経験年数が課せられている。
○ １級技術検定では、実務経験年数のうち、「指導監督的立場での実務経験」が１年以上必要である。

（３）受検に必要な実務経験
１．実務経験要件について



【機密性２】

○ 実務経験として認められる職務等は、施工に直接的に関わる技術上のすべての職務経験を指し、受注
者・発注者・設計者等のそれぞれの立場において定められている。

○ 実務経験として認められる立場も、施工に直接的に関わる技術上の管理をつかさどる立場を指し、受
注者・発注者・設計者等のそれぞれの立場において定められている。

（４）実務経験の対象となる工事等
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１．実務経験要件について

①実務経験として認められる職務等

②実務経験として認められる従事した立場

① 施工管理（請負者の立場での現場管理業務） 工事主任、工事係、現場代理人、施工管理係 等

② 施工監督（発注者の立場での工事監理業務） 発注者側監督員 等

③ 設計監理（設計者の立場での工事監理業務） 工事監理 等

① 受注者（請負人）として施工を指揮・監督した経験（施工図の作成や補助者としての経験も含む）

② 発注者側における現場監督技術者等（補助者としての経験も含む）としての経験

③ 設計者等による工事監理の経験（補助者としての経験も含む）



【機密性２】
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１．実務経験要件について
①-1 実務経験として認められる工種種別・工事内容等
【土木】



【機密性２】
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１．実務経験要件について
①-2 実務経験として認められない工種種別・工事内容等
【土木】



【機密性２】
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１．実務経験要件について
②-1 実務経験として認められる工種種別・工事内容等
【建築】



【機密性２】
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１．実務経験要件について
②-2 実務経験として認められない工種種別・工事内容等
【建築】



【機密性２】

○ 実務経験について、各業種区分に対応している技術検定の６種目（土木、管工事、造園、電気通信工
事、建築、電気工事）の実務経験は他の種目と重複して申請することはできない。

○ また、元請に当該業種の許可がない場合、その工事の実務経験は認められない。

（５）受検要件としての実務経験の扱い
１．実務経験要件について

図1-2 工種の複合工事（一式工事等）における実務経験の算定方法

 建設業許可業種は、施工技術の相違、取引慣行等の業課の実態を
勘案して設定されており、許可にあたっては当該業種の実務経験
を有する者の配置が必要である。

【例】｢電気工事｣｢管工事｣が同等割合の複合工事の場合

 当該工事の実務経験を電気工事・管工事での重複を認めた場合、
施工技術の相違等による許可業種の設定の考え方と矛盾が生じる。

 施工管理の面から、電気工事の実務経験者が管工事を適切に管理
できるが疑問が残る。

 建設工事は、その内容が変化し専門技術が進展しており、業界か
ら業種の細分化の要望はあるが、業種の統合の要望は少ない。

 土木（建築）一式工事は、総合的な企画、指導、調整のもとに
「土木工作物（建築物）」を建設する工事である。

【例】建築一式工事における「電気工事」の扱い

 電気工事業の許可を有し設備部門の技術者として配置された場合
は、電気工事の実務経験として認められる。

 電気工事業の許可がなく、下請業者に電気工事を施工させている
場合、電気工事の施工管理能力がないため、電気工事としての実
務経験は認めれない。

実務経験の重複の禁止の理由 元請技術者の実務経験の取扱い



【機密性２】

○ 実務経験は、所属企業による証明（押印）、受検者自らによる誓約（押印）によって信頼性を担保し
ている。（指導監督的実務経験は、確認のために施工体制台帳･契約書等の提出を求める場合あり）

（６）実務経験の証明
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１．実務経験要件について

現
在
所
属
す
る
企
業
に
よ
る
証
明

→
会
社
印
＋
証
明
者
印

印

最
終
学
歴
（
及
び
１
つ
前
の
学
歴
）

実
務
経
験
に
関
す
る
受
検
者
に
よ
る
誓
約

現
指
導
的
監
督
的
実
務
経
験
（
１
級
の
み
）

→
確
認
の
た
め
に
、
施
工
体
制
台
帳
･契
約
書
の
写
し
等
の
提
出
を
求
め
る
場
合
が
あ
る

→
工
事
１
件
ご
と
に
記
載

当
該
の
技
術
検
定
で
実
務
経
験
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
る
実
務
経
験
（
工
事
内
容
）

→
具
体
の
工
事
で
は
な
く
、
工
事
内
容
ご
と
に
記
載



【機密性２】

（１）不正受検者数及び施工品質の調査結果（第三者委員会調査結果）
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２．実務経験不備事案の概要（大和ハウス工業（株））

工事種別

社員 元社員

主任
技術者

監理
技術者

主任
技術者

監理
技術者

太陽光発電所施設工事 0 2 0 0

照明器具工事等電気工事 8 0 0 0

空調工事等管理工事 6 0 0 0

現場合計数 14 2 0 0

○ 最終的に現職社員の資格保有者4,189名（資格総数：7,303個）のうち、実務経験不備者は357名（資格
総数：429個）であり、退職者は14名（資格総数：16個）であった。

○ 実務経験に不備があった現職社員を主任・監理技術者として16現場に配置したほか、専任技術者とし
て４営業所に配置していた。

表2-1 実務経験不備者が主任・監理技術者として配置された工事現場数

工事目的物の施工品質には「問題がない」ことを確認済み

 14現場について、第三者調査機関の調査の結果、施工品質に
問題はないことを確認

 送電部位に係る2現場については、電気工事士法、電気工事業
法に基づいて第１種電気工事士資格保有者が工事を実施して
おり、所有者関連会社が電力供給に問題がないことを確認し
た上で、所有者、第三者調査機関より調査を実施しないこと
を了承

【実務経験不備者が監理（主任）技術者として配置された工事現
場の施工品質の確認結果】



【機密性２】

（２）事案の概要
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 平成31年4月、大和ハウス工業(株)は、施工管理技士の技術検定に係る実務経験証明について疑問を呈する社員の内部通報を受け、
社内調査を開始。令和元年12月に調査結果を国土交通省に報告。

 国土交通省は、同社に対して、所有者等に対する丁寧な説明、物件調査の迅速な実施及び報告、既に退職した社員に関する対応、
原因の究明及び再発防止の徹底を指示。

 令和２年4月17日、外部調査委員会による調査結果を受領し、国土交通省に報告。
 最終的に大和ハウス工業（株）の現職社員357名(資格総数429個) 及び退職社員14名（資格総数：16個）について、実務経験を充

足していない状況で技術検定を受験し、施工管理技士の資格を不正に取得
 不正取得であったため資格要件を満たさない者を監理技術者・主任技術者として配置していた16工事について、第三者調査機関

による調査等を実施し、施工品質に問題が無いことを確認

 同社は令和2年1月に外部調査委員会を設置し、同委員会において以下の事実関係の調査を実施
（客観的資料の確認、調査票による調査、社内調査における認定プロセスの確認、ホットラインの設置、ヒアリング、追加社内調
査の指示及び検証・評価）

２．実務経験不備事案の概要（大和ハウス工業（株））

＜合格取消し、受検禁止＞
実務経験の不備申請による受検
合格の決定を取り消し、又はその技術検定を受けることを禁

止することができる。（令第27条の９）
処分を受けた者に対し、３年以内の期間を定めて技術検定を

受けることができない。 （令第27条の９）

【経緯】

【今後の予定】
＜建設業法に基づく監督処分＞
資格のない主任・監理技術者及び営業所専任技術者の配置
（法第26条：主任・監理技術者）
（第７・15条：営業所専任技術者）



【機密性２】

①資格取得に対する推進方針
 公的資格取得を推進する社風、資格取得と人事制度と

の結びつき
職務上の必要性や自己研鑽によらない資格取得、資

格取得自体が目的化
②実務経験要件に関する社内体制の不備
 チェック体制、情報管理体制が不十分
受験者に対する周知・注意喚起等のフォローが不十

分、受験者が記憶に基づき実務経験証明書を記載
③実務要件に関する対応・認識の問題
 不備者、承認者が受験の手引を精読していない
不備者の不注意、承認者の対応・認識不十分

○ 不備の要因として、資格取得に対する推進方針、実務経験要件に対する認識不足とチェック体制の不
十分さが指摘された。

○ 同社は、調査委員会の指摘を踏まえて、再発防止に努めようとしている。

（３）不正受検の要因と再発防止策
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２．実務経験不備事案の概要（大和ハウス工業（株））

【不正受験の背景と要因】

対策1. 社内チェック体制の構築：
 本社で人事記録と現場データによる確認
 チェック無しで捺印申請手続きを認めない

対策2. 実務経験の可視化
 人事記録確認表を作成し、学歴、社歴保有資格、実務

経験を一目で確認
対策3. 実務経験確認チェックリストの提供
 受験予定者に対して実務経験を満たすための自己

チェックリストを提供
対策4. 計画的な資格取得モデルプランの設定
 社歴や経験と連動した計画的で適切な資格取得の奨励

【再発防止策】

不備者・承認者352名の要件に対する認知度・理解度※

＜不備者＞
・重複禁止要件の認知度 21.1%
・電気工事下請除外要件の認知度 17.9%
・実務経験内容不備要件の認知度 63.9%

＜承認者＞
・重複禁止要件の認知度 17.9%
・電気工事下請除外要件の認知度 0%
・実務経験内容不備要件の認知度 23.0%

※「知っていた」または「よく理解していた」「理解していた」の回答の合計

著しい認知不足

【実務経験要件不備者・承認者の認識】（ヒアリング・アンケート調査結果）



【機密性２】

○ 令和２年６月、西武建設（株）、西武造園（株）は、同社及びその子会社の社員65名（退職した社員
を含む）が保有する施工管理技士について、受検時における実務経験に不備があったことを発表した。

○ 実務経験不備で資格を取得した者の一部は、３現場で監理技術者（現場代理人兼任）として配置され
ていたほか、３営業所において専任技術者として配置されていた。
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２．実務経験不備事案の概要（西武建設（株）、西武造園（株））

資格名
西武建設 西武造園※

計
社員 元社員 社員 元社員

１級土木施工管理技士 11 3 13 3 30

２級土木施工管理技士 10 2 8 5 25

１級建築施工管理技士 1 1 0 1 3

２級建築施工管理技士 2 0 0 1 3

１級造園施工管理技士 3 1 10 6 20

２級造園施工管理技士 - 3 6 9

１級管工事施工管理技士 - 0 1 1

１級電気工事施工管理技士 - 0 1 1

１級建設機械施工管理技士 - 0 1 1

資格総数計 27 7 34 25 93

実人数 23 4 24 14 65

表2-2：実務経験に不備があった資格の種類、取得数および実人数（ R2.6時点）

※西武造園（株）は同社の子会社2社（横浜緑地（株）および西武緑化管理（株） ）の数を含む。

（１）不正受検者数及び施工品質の調査結果（社内調査結果）

工事種別 西武建設 西武造園※

道路緑化工事 0 1

公園工事 0 2

現場合計数 0 3

表2-3 実務経験不備者が主任・監理技術者として配置された工事現場数



【機密性２】

（２）事案の経緯
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 令和2 年4 月7 日、西武建設(株)、西武造園(株)より、同社社員の一部による技術検定試験における実務経験不備での受検および資
格取得を国土交通省に報告。

令和２年6月12日、調査結果を以下のとおり報告。
 西武建設(株)、西武造園(株)及びその子会社の社員65名(西武建設(株)27名、西武造園(株)35名、横浜緑地(株)1名、西武緑化管理

(株)2名 なお既に退職した社員を含む)が保有する施工管理技士について、受検時における実務経験に不備があったこと
 不正取得であったため資格要件を満たさない者を、3件の工事で監理技術者※1として配置していたほか、3営業所で専任技術者

※2として配置していたこと
 第三者委員会を設置し調査を行うこと

 国土交通省は、実務経験に不備があった社員（既に退職した社員を含む）を報告するとともに、施工管理技士の資格を保有する全
社員について不備の有無を調査するよう指示。

 西武建設(株)、西武造園(株)において、資格者名簿をもとに実務経験を必要とする当該資格保有者への確認を実施。（退職者は所
管部署の引継ぎ書類や経歴等をもとに判断）

２．実務経験不備事案の概要（西武建設（株）、西武造園（株））

【経緯】

＜合格取消し、受検禁止＞
実務経験の不備申請による受検
合格の決定を取り消し、又はその技術検定を受けることを禁

止することができる。（令第27条の９）
処分を受けた者に対し、３年以内の期間を定めて技術検定を

受けることができない。 （令第27条の９）

【今後の予定】
＜第三者委員会の調査結果の報告＞
（報告書の公表）

＜国土交通省による措置＞
（報告書の内容に応じて対応を検討）



【機密性２】

【再発防止策】
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○ 不備の要因として、実務経験期間に対する認識不足とチェック体制の不十分さが指摘された
○ 組織として再発防止策に取り組むとともに、第三者調査委員会の参画によりさらなる原因究明と再発
防止に努めることとしている

①実務経験がない者による受検：
 事務系の社員に対し資格取得を推奨してい

た。（2011年頃まで、以降はなし）

②実務経験期間の不足：
 実務経験を実際の期間よりも⾧く計上した

り、実際には計上できない工種を実務経験
としていた。

 工事に従事していない研修期間を実務経験
として申請していた。

③実務経験期間の重複：
 造園の実務経験を土木においても実務経験

として重複して申請していた。

【不備の主な類型】

 実務経験を要する資格については、「受験の手引き」の内容
を改めて確認のうえ社内周知する。

 実務経験の確認に際しては、受検者の所属部署による厳格な
チェックに加え、社員押捺部署（管理部門）においてもダブ
ルチェックする。

 第三者調査委員会の調査結果および提言を踏まえ、原因究明
と再発防止を図る。

 受検者個人および所属と事業所の管理部門においても実務経
験期間の申請について認識が不足しており、チェック体制が
不十分あった。

【不備の要因】

（３）不正受検の要因と再発防止策
２．実務経験不備事案の概要（西武建設（株）、西武造園（株））



【機密性２】

 令和２年３月27日、外部の弁護士等を委員とする第三者委員会の設置及び委員の委嘱。
※実務経験の不備に関わる調査、発生原因の究明及び再発防止対策の提言等
※調査期間は、約２か月を目処とし、第三者委員会からの調査報告書の受領時にその旨を公表（その後調査期間を延⾧）

 令和２年３月10日、実務経験を充足していない状況で技術検定を受検した社員の存在を把握していたため、その旨を国土交通省
及び厚生労働省に報告し、あらためて状況報告するよう指示をうける。

（１）事案の経緯
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 令和2 年3月18 日、同社の社員において実務経験を充足していない状況で技術検定を受検したとの新聞報道を受け、同日、社内調
査委員会を設置し調査を開始済み。

２．実務経験不備事案の概要（水道機工（株））

【経緯】

【今後の予定】

＜第三者委員会の調査結果の報告＞
（報告書の公表）

＜国土交通省による措置＞
（報告書の内容に応じて対応を検討）



【機密性２】

○ 実務経験不備のパターンは、①実務経験が認められない工事内容、②実務経験の重複、③計上できな
い工種の実務経験の３つに大別される。

○ また、所属企業においても、これら実務経験の要件を十分に認知していないことと、受検者の実務経
験の管理・チェックも不十分であった。

（１）実務経験不備のパターン
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４．実務経験不備の事案のまとめ

【不備パターン③】下請に出している場合の実務経験（※建築工事等における電気工事下請）

 土木・建築工事等を請け負った場合、電気工事等の専門工事を下請けに出した場合、当該工事の実務経験は
土木又は建築工事としての実務経験に計上できるが、電気工事等の専門工事の実務経験として計上できない。
電気工事等の専門工事を下請けに出した場合、自社では当該専門工事の施工を行っていないが、実務経験

として申請している。

【不備パターン①】実務経験が認められない工事経験

 技術検定の「手引き」には、それぞれの技術検定において、実務経験として認める工事種別・工事内容・業
種等、実務経験として認められない工事種別・工事内容・業種等が明示されている。
実務経験の申請において、「手引き」において実務経験として認められない工事種別・工事内容・業種等

に合致する内容を実務経験として申請している。

【不備パターン②】実務経験の重複

 技術検定では、複数の工種が含まれる工事の実務経験は、いずれか
の工種の実務経験として算定することとなっている。
複数の技術検定の実務経験として、重複した実務経験として申請し

ている。



【機密性２】

＜施工管理技士資格の取得推進＞

○ 実務経験不備事案には、企業による資格取得の推進による背景もあり、受検者が実務経験要件を十分
に認知・確認せずに申請・受検している実態が明らかとなった。

○ また、企業における実務経験の証明者も、同様に実務経験要件を十分に認知せず、管理・チェック体
制も不十分であったことが原因と考えられる。

（２）事案の背景及び発生原因
４．実務経験不備の事案のまとめ

＜実務経験不備の背景＞

③管理職昇格に対する資格取得要件
 課⾧昇格の要件として、建築施工管理技士のほか、さらに他１種類の

施工管理技士資格の取得を要件化。

②他の施工管理技士資格の取得推進
 建築工事以外の工事受注を拡大するために、他の施工管理技士の資格

取得への祝金の増額。

①建築施工管理技士の取得推進
 事事業所⾧等に対して、監理技術者になり得る資格（１級建築士・１

級建築施工管理技士等）の取得を強く推進する通達を発出。

＜実務経験不備の原因＞

実務経験の確認・理解不足
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受検者

実務経験の記録・管理及びチェック体制不足
実務経験の認知・周知不足

証明者

＋



【機密性２】

○ 国土交通省（指定試験機関）は、令和２年度の受検者に対して申込用紙等に合わせて、実務経験に関
する注意喚起のチラシを同封し、実務経験の不備等の防止を図っている。

（１）受検者に対するチラシ配布（1/2）
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４．国土交通省の対応

※不正行為に対する注意喚起

※不正行為に対する罰則適用の注意喚起

※不正行為に対する注意喚起

実務経験の見込み期間の取扱い



【機密性２】

○ 国土交通省（指定試験機関）は、令和２年度の受検者に対して申込用紙等に合わせて、実務経験に関
する注意喚起のチラシを同封し、実務経験の不備等の防止を図っている。

（１）受検者に対するチラシ配布（2/2）
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４．国土交通省の対応

※不正行為に対する注意喚起

※不正行為に対する罰則適用の注意喚起

実務経験の重複期間の取扱い



【機密性２】

○ 国土交通省は、技術検定の実務経験不備事案を受けて、関係業団体向けに「技術検定に係る実務経験
証明書に関する注意喚起について」（R2.4.17）を通知した。

（２）建設業界への通知
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４．国土交通省の対応

実務経験不備の原因：
・受検者の実務経験の規定の理解の不足
・証明者による実務経験のチェック体制の不足
・企業による実務経験の規定の周知・注意喚起の不足

実務経験不備の対策の例示：
・実務経験を確認できるシステム構築
・特定部署による実務経験証明書のチェック
・実務経験のチェックリストの作成

関係業団体への依頼内容：
・実務経験不備の原因及び再発防止策の周知
・実務経験証明書のチェック体制の強化
・建設業法に基づく立入検査の対象とすることの周知



【機密性２】

○ 国土交通省は、「建設業法令遵守推進本部」の令和２年度の活動方針において、法令遵守に抵触する
態様等が認められた場合の立入検査に、営業所の実態・技術者に必要な実務経験等に疑義のある建設
企業を対象とする方針とした。

（３）令和２年度の法令遵守本部活動方針への位置付け
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４．国土交通省の対応


